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2 . フランスにおける移民の住宅問題
—パリ市の現状と課題—
荒又美励
1 . 住宅供給の現状と移民
フランスでは、 2002年から「バブル」と呼ばれるほどの全国的な不動産投資が進んだ'Io
アメリカのサプ・プライム問題の影響もあり2008年からは失速しているが、家賃や住屯価
格は高止まりの状態にある 2。フリッジによると、住宅価格は1965年から2000年まで安定し
ていたのに対し、 2004年には中古の住屈が1998年のほぱ 2倍となったという (Friggit,
2004)。
この状況は、高値でも住宅を求める裕伽なJ悦と1'.:(3を手に人れることができない！料の二
極化を強めることになった。住居に困難を抱える人々について毎年報告書を作成している
アベ・ピエール財団は、 2009年2月の報店ではホームレス (SDF) となっている人々を10
万人、一時的に保設されていたり第三者の家に[ir]居していたりする人々を49万3500人、卦
常に状態の悪い住居や極端な過密居住を強いられている人々を204万4000人、家具つきホテ
ル（後述）居仕あるいは強制退去寸前のスクワット状態にある人々を86万1300人と見積もっ
ている3。さら（こ、遅かれ早かれ脆弱な状況に陥る可能性がある人々は660万人に上るとい
う。これらを合わせた人数は、 2008年のI司報告閃と比べても80万人以上増加している。フ
ランスの仕宅危機は深刻である。
このような状況下において、移民は住宅に関しどのような問題を抱えているのだろうか。
第二次大戦以降、移民の仕宅は常に深刻な問題であリ続けた。 1950年代から60年代にビド
ンヴィルと呼はれたスラム街に住んでいたのは、アルジェリア等から移動してきた労働者
が主であった。ビドンヴィルが解消したとされる1970年代半ば以降は、高度成長期に郊外
に拙速に建設された巨大団地がさまざまな観点から問題視されるようになるが、そこにit
むようになっていたのも移民であった。住宅に問題を抱えているのは移民だけではないが、
その困帷な場に常に移民の存在があるのは、所得水準はもちろん、住宅へのアクセスに対
して差別あるいば情報不足などによる制限がありうることを示している。その意味で、現
在の危機か移民の住宅問題に与えうる影響は甚大なはずである。
本稿では、パリ市に限走し、住宅問題に関して牛『に移民にかかわる諸側面を取り上げ、
考察する。移民に関する先行研究においても、住｝，出の問題はさまざまに触れられている。
解決すべき課題は大きく二つ捉えられており、一つは安全で健康に住むことかできる場所
を確保するということ、 もう一つはそれぞれがもつ文化的背景と提供されている住居のイ＜
適合をi咸らすということである。とはいえ、これらの課題は移民の社会統合との関連から
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必要性があるものとして導き出されていることが多く、移民の居住問題を中心的な課題と
して考察した研究は多くはない。そのなかで、 19世紀の半ばから現在までのフランスにお
ける移民の住居についてまとめたレヴィ＝ヴロラン(2004)や、フランスにおけるアルジェ
リア人の住居を研究したチバンダ (2005)は、移民を受け入れてきたのが裔層のHLM(適
正家賃住宅）に代表される社会住宅だけではなく、家具つきホテル、応急的な住居、フォ
ワイ エ （後述）など多様な形態をとっていること、またそれぞれが別々の課題を抱えてい
ることを指摘している。本稿では、低所得層に向けた三つの形態の住居をとり上げ、現在
行政において何が解決すべき課題として現れているかを整理しておくことにしたい。
2 . 移民の住居の形態
はじめに、移民がフランスにおいてどのような住居に居住する傾向があるのかを見てお
きたい。表2-1は、国立統計経済研究所(INSEE)が2002年に発表したデータを碁に、フラ
ンス大都市圏における移民、外国人の住居の現状を示したものである。
表2-1 フランス大都市圏の移民、外国人の住居
" I 高齢者 仮設 独立した 住届以外ホテルの
住居 部屋 建造物 部屋
EU 60,066 w・ 5,396 1,757 917 11,071 9,751 
アルジェリア 76,649 238,452 7,011 75, 193 234,082 959 戸戸5,ぶ窪 390 3,896 2,261 
モロ y コ 58,681 192,720 8,294 59,365 191,Sll 419 1,424 367 4,137 2,172 
チュニジア 36,397 82,464 3,279 22,896 95,930 327 479 96 1,474 938 
尤仏領アフリカ 22,559 109,356 3,981 20,017 111,093 160 1,140 
'窯紘応翌.Jt哀
2,179 1,147 努：講篠裟u:ov1,
トルコ 18,200 55,985 1,362 13,710 59,881 273 78 72 911 622 
瓦仏領インドシナ 33,481 45,628 2,048 24,044 54,516 420 139 50 1,143 845 
その他 183,005 238,831 23,929 152,052 277,673 2,398 1,382 317 7,380 4,563 
計 1,073,779 1,377,856 109,970 992,956 1,489,708 10,352 11,730 3,810 32,191 22,299 
※Tchibindat 2005 p 56より作成。
まず使用形態で見ると、 EU出身の移民・外国人は、半数以上が自己所有の住居に住んで
おり、移民 ・外国人全体の住宅所有率を大きく引き上げている。他方、フランスの旧植民
地出身の移民 ・外国人は、賃貸住宅に住んでいる割合が高い。インドシナ出身の住民は比
較的所有率が高い (41.3%)が、マグレブ出身の住民の住宅所有率は24.4%、サハラ以南
のアフリカ出身 （以下、 「アフリカ系」）の住民は16.6%にとどまっている。賃貸住宅の割
合が多いことは、現在の家賃上昇が移民の生活に与える制限の大きさを表している。また、
特に定住の時期が比較的早いはずのアルジェ リア系住民の住宅所有率がマグレブ出身全体
の平均さえ下回る23.8%にとどま っていることは、彼らがフランス社会において周辺的な
地位におかれ続けている状況も物語っている。
住居の形式で見ても、 EU諸国出身の移民 ・外国人は他の移民 ・外国人とは異なる傾向を
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i 
示している。大都市圏に限定された状況において、 EU出身者は半数以上が戸建の住宅に居
住している。他の移民・外国人は、多数が集合住宅に住んでいる。また、その他の形態の
住居には、全体から見て数は少ないものの、 EU外の移民・外国人の特徴が現れている。一
つはホテルの部屋という区分（多くが後に見る「家具つきホテル」と推察される）であり、
アルジェリア系住民にはっきりとした偏りが見られる。また、仮設の建造物という区分に
は、アフリカ系住民に偏りが見られる。いずれも本来恒常的な住居にはなりえないもので
あり、彼らはそれぞれ住宅に関して非常に大きな困難を抱えているとみることができる。
このような仮住まいのための住居は、パリ市においては劇的に減少している。 1962年か
ら1999年までのパリ市の住居に関するデータを表2-2にまとめた。セカンドハウスなどでは
なく、主住居として使用されている住宅の件数は、 1962年と1999年を比べると 6%の減少
であるのに対し、家具つきホテルの部屋は92%、一時的な建造物・応急住居は90%の減少
である。大都市圏とパリ市内を単純に比較することはできないが、全体的にはこのような
住居が減少する傾向のなかで、移民・外国人の住居として前者にアルジェリア系、後者に
アフリカ系の偏りが見られたことには、彼らの社会的・経済的脆弱さが現れている。
表2-2 パリ市の主住居の変化
1962 
I 
1968 1975 1982 1990 1999 ！ i 
主住居数 1,191,737 1,140,231 1,109,120 1,097,452 I 1,095, 10s 1,110,912 
通常の仕居 1,021,585 989,831 1,013,175 1,032,216 1,056,093 1,082,087 
家具つきホテルの部屋 109,702 81,253 46,305 27,732 14,222 8,564 ， 
1賃貸及び使用貸借の独立個室 57,064 I 66,133 49,040 34,344 24,500 19,939 
322 : ＇ 一時的な建造物、応急住屈 3,386 3,014 600 400 293 
自己所有 220,846 246,967 275,600 278,964 310,247 329. 113 
貨貸 862,182 778,377 725,940 714,784 689,875 700,934 
うちHLM家具なし 125,180 134,455 185,328 
うちHLM以外の家具なし 530,876 514,228 463,966 
うち家具つき 58,728 41,192 51,640 
使用貸伯 108709 114887 107580 103,704 94,986 80,865 
※APUR 2005より箪者作成
では、アルジェリア系、アフリカ系コミュニティと彼らが特徴的に現れた二つの住居の
形式はどのように関連しているのだろうか。確かなデータはないが、可能性としては、そ
れらの住居はフランスに定住してから Hが浅い人々の滞在先となっているという状況があ
るのではないか。レヴィ＝ヴロラン (2004)が指摘するように、移民たちがフランスに入
国する際には、知人の住所や知人に与えられた住所、移民の入国を助ける組織や慈善団体
についての知識を何かしら持っている。そのようなってをたどってきた移民が、最初に定
着する住居はまずは知人宅などであろうし、次には賃貸契約を結ばずに居住できる場所で
あろう。そういう場所の情報がアルジェリア系にはホテル、アフリカ系には仮設建造物と
いう偏りがあるために、このような結果が出ているのではないか。
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なお、パリ全体の数字をみてみると、自己所有の住居に住んでいる人々は1999年の時点
で29%にとどまっている。移民・外国人のみのデータでは住宅所有率はかなり高かったが、
これは郊外も含めた大都市圏のデータと都市内の乖離だろう。とはいえ、パリ市内で自己
所有の住居に住む人々の率は伸び続けており、都市の内部が次第に経済力のある人々の居
住地へと変化していることも看て取れる。そのなかで社会的・経済的困難を抱える層が住
む形態の住居が減少していることは、都市内部から彼らが排除されていく過程と見ること
もできる。
3 . パリにおける低所得者向け住居の現状
本稿では、低所得者向けとなっている住居として、「家具つきホテル」「フォワイエ」「社
会住宅」の三つを取り上げる。それぞれにつき、近年行政による報告書が作成されている
ので、その内容を紹介するとともに、そこで移民・外国人がどのように表れているかを示
していく。
く家具つきホテル〉
「家具つきホテル (hotelmeuble)」4と呼ばれるのは、 1日、 1週間、 1ヶ月などの単位
で家具つきの部屋を貸し出す宿泊所である。 19世紀に最盛期を迎えたこの施設は、都市に
移入した人々の一時的な滞在先として、また賃貸契約を結ぶことができない人々の住居と
して機能してきた。さまざまな設備不足などから批判もなされているが、「事実上の社会住
宅」としても認知されている両義性をもった存在である。代替する施設を公的に提供する
試み (residencesocialeと呼ばれる）もなされているが、非正規滞在の人々などは商業施
設である「家具つきホテル」だからこそ受け入れられるということから、最盛期には比べ
ようもない数となった現在でも、その必要性は否定できない。
2005年にパリ 9区の家具つきホテルで火災が起き、 23人もの死亡者がでたため、施設の
安全性を保証することが行政に求められることとなった。そこで、国と市が協調して始め
たのが「家具つきホテル改善事業」 (Operationprogrammee d'amelioration des hotels 
meubles)である。ここで取り上げるパリ都市計画工房 (Atelierparisien d'urbanisme : 
APUR)による報告書 (2007a)は、この事業を始めるために国と市の依頼によってなされ
た調査結果である。
同報告書によれば、 2007年 1月現在、パリ市内には648軒の家具つきホテルが営業してい
る。部屋数は18,000ほどで、主住居の1.6%を占めている。またパリ市と境界を接している
コミューンのうち、 20区に接するモンルイユに40ほど、北部のクリシー、サン・ドニ、オー
ベルヴィリエ、また15区に接するイシー・レ・ムリノーにそれぞれ数十軒存在している。
観光用ホテルに改造されたり、老朽化のために解体されたりすることによって、家具つき
ホテルの数は減り続けている一方、従来観光用のホテルであったのが家具つきホテルと同
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じ役割で使用されるようになったものが129軒、 4500部屋とみなされている。
APURが2005年に行ったアンケートによると、 1ヶ月の家賃は部屋が一つの住居の平均
で300ユーロ台の前半から500ユーロ台となっており、決して格安とはいえない。実際には、
長期の居住者に対して実質的に要求される家賃はもっと少ないこともあるようだが、ホテ
ルの部屋の価格は賃貸住宅のような制限を受けるわけではないため、非正規状態の人々に
居住場所を提供しながら、彼らをより不安定な経済状況に追いやる可能性もある施設とい
える。
1999年の統計では、家具つきホテルの利用者は70%が男性であり、単身での利用が83%
を占めている。 2005年の火災では子供が11人死亡したが、少なくとも1999年の時点では、
そのような家族居住は全体としては少なかったということになる。そのような状況の中で、
INSEEの統計から、全体の44%が外国籍という特徴が抜き出されている。パリ全体の外国
人率は14.5%であり、家具つきホテルの利用者が外国籍に偏っていることが読み取れる。
なかでもアルジェリア国籍の人々は利用者全体の20%を占めており、既に見たフランス大
都市圏全体の状況とも符合する結果が表れている。
とはいえ、 1990年と1999年のデータを比較した際には、外国人率は減少しているという。
報告書では、理由については分析されていないが、 1990年には55%が外国藉であった。居
住者の高齢化が進み、失業率は21%から41%に跳ね上がっている。同時期のパリの乎均は
9%から12%への増加であり、この施設の居住者の厳しい経済状況が表れている。
国勢調査が行われたのが1999年であるため、 2000年以降の家具つきホテルの居住者が家
賃情勢にどのような影響を受けたかについて把握することは難しいが、この報告書には利
用者の一部について2006年のデータが掲載されている。居住・社会再編入センター(Centres
d'hebergement et de reinsertion sociale : CHRS)が住む場所を失った人々の一時的な住
居としてこの施設を利用しており、彼らのデータがあるからである。路上生活を強いられ
ている家族、収入のない単身者、難民申請者、難民認定を却下された人々が、最大6ヶ月
緊急宿泊所を提供されるが、公的な施設ではまかないきれず、家具つきホテルも多く利用
されている。この形態での利用者家族においては、フランス国籍は 1%に過ぎず、 96%が
外国籍の世帯で、残り 3%は不明であるという。また、外国籍のうち、 75%がマグレブを
含めたアフリカ系、 EU外のヨーロッパが8%、アジアが8%、アメリカが3%となってい
る。また、全体の70%が単親世帯でほぼ母子世帯という。
この制度の家族での利用者数は、 1999年からの推移を見ると、 2001年から2005年まで増
え続けている。 2001年に3,960人であったのが、 2005年には8,050人と倍増している。これ
はまさにフランス全体の不動産価格の高騰に由米するものだろう。 2006年は少し減って
7,671人であったものの、行政による支払頷は増大している。一人一晩16.5ユーロという支
払額の基準に変化はないため、そこから出て短期間に適切な住居を見つけることができる
家族が減っていることが看て取れる。
以上から、家具つきホテルに関しては、住宅危機に伴い、緊急の避難所としての機能ヘ
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の期待が高まっており、その利用者がまさにほぼ外国籍であるという状況が表れている。
以前からアルジェリア系移民が高い割合を占めている住居形態が、現在、より強く移民の
住居として焦点化されてきているのである。近年この施設の歴史に関しては研究が進んで
きたが (Faureet Levy-Vroelant, 2007)、現在の利用者の実態についてはより詳細な研究
が必要であろう。
くフォワイエ〉
次に取り上げるフォワイエとは、主に1960年代から80年代の初めまでに、単身の移民労
働者を受け入れるために設憤された宿泊所(foyerde travailleurs migrants)である。 2002
年現在でパリ全体に46施設、およそ8,700人分用意されている。古い建造物を改修した7つ
の施設以外は、上記の時代に建設された建造物である。個室で構成された施設もあれば、
2-3人で一部屋の施設もある。経営しているのは 8つの事業主体であり、最大は
SONACOTRA (2006年よりAdomaに改称）で16の施設を経営、うち15を保有している
(Prefecture de Paris, 2002)。
フォワイエについての報告書 (2002) は、パリ県とパリ市の要望でAPURが作成したも
のである。調査の理由は、過密居住と建造物の整備となっている。パリのフォワイエは、
既に述べたように8,700人用の施設であり、公式には8,493の居住者がいることになってい
るが、水の消費量、ごみの量、マットの数などから、実際には14,000人が届住していると
見積もられている。この過密居住は、移民のなかでも特にアフリカ系コミュニティの問題
と考えられている。このため、年間空室になって新規の受け入れが可能になるベッドは全
体の 9%程度であるが、既に別の居住者と同居していた人物に割り当てられ、同じ国籍の
住民が増える傾向にあるという。
まず、公式の住民の特性が述べられているのでこれを見ておきたい。女性は全体の 4%
に過ぎず、ほとんどが男性である。 45歳以上が64%、60歳以上は17%と、年配の居住者が
多い。とはいえ、比較的若く、移入した時期が遅いアフリカ系の移民が多いため、マグレ
ブ系の多い地域レベル、あるいは国レベルで比較すると、フォワイエとしての高齢化の程
度は低いという。住民は84%が外国籍であり、 16%のフランス国籍の人々のなかにも帰化
した移民が多い。アフリカ系国籍の人々は全体の58%を占め、とりわけマリ、セネガル、
モーリタニアが中心となっている。彼らはパリの半分以上のフォワイエで過半数を占めて
いるという。マグレブ系の人々はアフリカ系の次に多く、全体の19.3%を占めている。
2002年の状況には、 1992年と比較しても、第二次産業から第三次産業へ、また安定した
契約の雇用から期間が限定された雇用へという変化が明らかに見られ、職業としては60%
の居住者が被雇用者であるという。失業者も15.3%を占めており、パリ全体より 3ポイン
トほど多い。経済状況でみると、居住者の 5%は収入がなく、 19%は月450ユーロ以下で生
活しており、 6.2%は参入最低限所得制度 (RMI)による補償を受けている。東欧などから
の学生の居住者も、全体の 4%ほどを占めている。
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このようなフォワイエの全体的な傾向のなかで、報告書上、問題があるとみなされてい
るのはアフリカ系のコミュニティである。まずは調査の理由の一つとして挙がっている過
密居住であるが、同郷者を迎える習慣の強いマリとセネガル出身の移民がこの状況を招い
ていると考えられている。しかし、それはフォワイエの使用料を分担するためのシステム
にもなっており、性急に介入して禁止することは使用料の不払いや不法占拠を引き起こす
という懸念が示されている。
また、入口のホールなどでインフォーマルな商売を行っているのもアフリカ系移民の問
題とみなされている。中心的な活動は食堂の経営だが、飲み物や食べ物、タバコなどが主
な商品となっている商店もあり、近隣住民にも利用されているという。さらには、伝統的
な服を作る服飾のアトリエ、宝飾店、アフリカ系の美容院、導師 (marabout)の活動場所
などにもなっている。報告書の中で問題視されていることは、食料品などが法的な規制を
受けていないこともあるが、何よりもアフリカ系コミュニティが「出身国の伝統的な社会
関係を再生産している」 (p.16) ことである只
さらに、 54%のフォワイエの多目的室はイスラムの礼拝室として使用されているが、こ
この使用者も主にアフリカ系移民であり、マグレブ系移民の使用は少ないと見られている。
その他、サン・パピエの正規化のための活動、病気や高齢の人々を援助する活動、出身の
村の発展のための活動など、コミュニティの連帯のための活動はアフリカ系の移民のなか
でもソニンケに多いと見られている。
以上から、パリにおける移民のためのフォワイエは、アフリカ系コミュニティによる相
互扶助的な活動と、過密居住及びインフォーマルな活動を阻止しようとする行政との攻防
の場となっていることが推定される。また、 2002年の調査の時点で全体のベッド数の 9%
という流通羅ぱ決して多くはなく、現在はより低下していることが予測できる。現在の住
宅危機は、経済的に困難を抱えるフォワイエの住民、またフォワイエに受け入れられた新
規の移民の出日を失わせているのではないか。
く社会住宅〉
次に取り上げる社会住宅の現状について考察するために、最も重要な法律として2000年
に制定された都市連帯再生法 (SRU法）に触れておく。この法は、その第55条で、人口 1
万 5千人以上のコミューンを少なくとも一つ抱える 5万人以上の都市圏に存する3,000人
以上（イール・ド・フランスでは1500人以上）の人口を有するコミューンは、主住居の20%
以上を社会住宅として確保しなければならない、としたのである。達成しなければ、課徴
金を課される。
この政策は、社会住宅の分布を均等化することによって社会的混合 (mixitesociale)を
実現しようとしたものであり、移民と深い関係にある。 SRU法は、成立しながら実施にい
たらなかった1991年の「都市の方向付けに関する法律」の精神を生かそうとしたものだが、
この1991年の法律はリヨン郊外における出来事をきっかけとしている（寺尾， 1992,
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2004)。それは北アフリカ系の若者が警察に追われて死亡したことから始まった。社会的混
合は、 1970年代後半から意識化されてきた、フランス大都市郊外への移民の集中による都
市問題を滅少させる意図をもっている。
SRU法の対象となる社会住宅は、建造物と住宅に関する法典 (Codede la construction 
et de !'habitation)のL.302-5条において以下のように定義されている。
1 . 適正家賃住宅の組織に所有されている賃貸住宅、ただし、大都市において、 1977年 1
月5Bから建設され、あるいは取得されて整備され、 L.351-2条に定義された協定の対
象となっていないものを除く。
2 . L.351-2条に定義された条件において協定を結ばれ、人居に収入条件が課されるその他
の住宅。
3. 海外県の混合会社の所有による住宅、鉱山と化学の企業あるいは主に鉱山と化学の企
業が分担金を出している会社の所有による住宅、炭鉱あるいは主に炭鉱が分担金を出
している会社の所有による住宅、主にフランス炭鉱が分担金を出している会社、ノー
ル・パ・ド・カレの不動産経営公社の所有による住宅。
4. 高齢者、障害者、若年労働者、移民労働者のフォワイエの住宅やベッド、 L.351-2条の
第5項に定義された条件で協定を結ばれた社会的住居 (residencesociale) と呼ばれ
るフォワイエの住宅やベッド、同様に、家族と社会的支援の法典185条の目的である居
住・社会再編入センターのスペースは法令によって定められた条件で考慮される。
社会住宅の多くはHLM組織が経営するものであるが、 SRU法によって各コミューンが
20%保持しなければならないとされる社会住宅には、上記第 2項で示される国から何らか
の援助を受けて入居者について収入条件などの制限をもつ住宅、またすでに見てきた家具
つきホテルの一部とフォワイエが含まれていることが読み取れる。
そこで、パリの社会住宅に関して、 APURが毎年編纂している報告書の2007年版を見て
いきたい。パリには2006年 1月時点でこの制度に関して171,502件の社会住宅のストックが
あるが、主住届全体の14.98%であり、目標までにはまだかなりの開きがある。左派である
現市政はこの政策に力を人れており、既存住居の獲得と新規の建設をあわせて、新たな社
会住宅は2001年から平均で毎年4,000件程度増えているという。
区ごとに見ると、社会住宅が集中しているのは多い順に19区、 13区、 20区であり、それ
ぞれ主住居の34.1%、31.0%、26.1%を占めている。その他の区は20%を満たしておらず、
少ない順に 7区の1.2%、8区の1.6%、6区の1.9%である。中心区と西部に社会住宅が少
ないことはそのまま住民の所得水準や社会的・経済的地位を反映しており、市は不均等を
是正する努力を続けている。中心10区の社会住宅は、 2001年にはパリ全体の6.2%であった
のに対し、現在は7.0%と微増している。
社会住宅にアクセスする条件は、次の 3つである。
・フランス国籍あるいはフランスの領土内に正規の方法で滞在する許可を受けた自然人。
特定の人々（困難にある人々、孤立した人々、 30歳以下の世帯、学生）に社会住宅を貸
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す目的をもった法人。
・登録番号（社会賃貸住宅の割り当てのすべての請求は、唯一つの県を登録の対象として
なされなければならない。）
・収入の条件（人数や居住地、社会住宅のカテゴリーに応じた上限を超えないこと。この
上限は、毎年 1月 1Bに見直される。）
なお、次のような条件を持つ人々は、上記にかかわらず優先される。
・住居を癒われている (SDF、第三者の家への居住、都市計画事業の対象となった、売却
による賃貸契約解除を受けた）。
・緊急性が高い（ホテル居住、緊急宿泊所などに居住、住宅の不衛生性）。
・社会経済的困難が重なっている。
・県ごとに決められた期間にまったく住居の提供を受けていない（あるいは住居の大きさ
ごとに 6年から10年）。
このように制度的には住宅困窮者を保護するべく条件が整えられているが、最後の条件
にも現れているように、社会住宅は申請すればすぐに割り当てられるというものではない。
2008年夏の調杏でパリ 18区役所を訪れた折、掲示板に2007年に社会住宅を割り当てられた
人々の属性を表示してあるのを目にしたが、 2000年から、 1998年からと、長期間待機させ
られていた世帯が少なくなかった。なかには1991年からの申請者もおり、社会住宅の供給
数が需要に見合っていないことは一H瞭然であった。
実際のところ、 APURの報告書によれば、社会住宅の流通数は非常に少なく、 2006年 1
月のデータで見ると、フランス全体でも9.6%、イール・ド・フランスで6.8%、パリ市で
は5.4%しか動いていない。いずれも前年同時期よりも 1ポイント程度減少した数字になっ
ている。結果として、.2006年に社会住宅を割り当てられた世帯は12,700件にとどまった。
これは2005年の14,400件からみても大きく減っている。
他方、申請数は1998年から増加する一方であり、 2006年には新規申請と更新申請を合わ
せて10万9千件を越えた。また、 PLAI(Pret locatif aide d'insertion) と呼ばれる事業者
融資を受けて建設された住宅の入居条件となる一番低い基準以下の収人の世帯（二人世帯
でだいたい月1,980ユーロ以下の収人の憔帯）が、パリ全体では29.1%なのに対し、巾請者
では75.3%を占めている。単親世帯では、 PLAIの甚準以下の世帯が申請者の93%を占めて
いる。パリにおいて現在の住宅危機が非常に厳しいものであることはここにも表れている。
APURの報告書には、社会住宅の現在の居住者についても、申請者についても、外国人・
移民の割合は掲載されていない。しかし、移民の住宅問題を考える際に参考になるデータ
のひとつとして、申請者の世帯人数と提供されている住宅の制師がある。人口学者のフラ
ンソワ・エランは、フランスで暮らす外国人女性の合計特殊出生率は約2.8でフランス人女
性の1.8よりも大きいことを示している（エラン， 2008)。世帯人口が多いことを移民と直
接結びつけることはできないとはいえ、フランス人と比較して家族の多い移民が社会住宅
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にアクセスする際の問題として考えることはできるだろう。
2006年の社会住宅の申請者でみると、 5人以上の世帯は全体の9.6%にのほり、パリ平均
の4%を大きく上回っている。さらに、少なくとも 7人の世帯が1400件、うち100件ほどは
10人以上の世帯であるという。過密居住とされるのは占有者の数が主居室の数プラス 2を
越えることだが、提供されている社会住宅のうち 5人以上の世帯に見合うものは 5%を
切っている。社会住宅は、数のみならず、その内容においても需要と供給が一致していな
し、
さ゜らに、社会住宅の割り当てがあっても入居できないケースがあり、 2006年には2,116件
計上されている。申請者の側から断っている例が大半だが、理由として、提案された住居
が小さすぎることを挙げたものが20.6%を占めている。また、賃料が高いという理由が
15.7%、住居の大きさや環境などについての「現実的な要求との不適合」という項目は
28.7%の申請者が理由として選んでいる。事業者の側から断った300件ほどの例では、「収
入が不十分」が40.6%と最も多く、「過密居住になる」も13.9%が挙げている。収入が少な
く、人数が多い家族には、適合する住居は提供されていないのである。
その他、移民の住居について考察するためには、申請者の現在の住居に関するデータも
参考にすることができるだろう。現在の住居で最も多いのは民間賃貸住宅で45%であるが、
次に多いのは、知人の家に住む「同居」 (heberge)と呼ばれる形態である (21%)。「同居」
の申請者が多いのは13区、 19区、 20区で、全体の54%が住んでいる。特に19区では、申請
者の25%が「同居」であるという。移民が多く住む地区であり、より詳細な調査によって
は関連性を指摘できる可能性がある。つまり、家賃衛騰のために世帯の分離ができないま
ま、知人の家に同居を強いられている移民がいるはずだからである。報告書には年齢と家
族構成のみ掲載されており、「同居」の申請者では30歳から49歳までの世帯が48%と最も多
く、さらにそのうち単身あるいは子供のいる家族がそれぞれ45%、46%であることが示さ
れている。
また、一時的な収容施設や住居以外の建物、収用された住居、ホテルなどに仮住まいを
余儀なくされている申請者が12%、スクワットの状態にある申請者が1%、ホームレス状
態 (SDF)が3%であり、それぞれ移民との関連を考察しうるものであるが、この報告書
のデータからは明らかになっていない。
4 . パリにおける低所得者向け住居分布の偏り
以上のように 3つの形態の住居を見てきたが、それぞれパリにおいて今後どのような展
開が望まれているのだろうか。まずは、社会的混合の観点から、それぞれがパリ市内のど
こに多く位置しているのかを人口、外国人の率、面積、主住居数とあわせて表2-3に示した。
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表2-3 パリ市における人口と住宅の分布
人I (人） 外国籍率（％） 面積 (ha) 主住居数 家具付ホテル フォワイエ 社会住宅
1区 16,895 13.7 55.7 10,234 10 513 
2区 19,640 瓢餡" ； 21.t 63.7 13,118 16 51 382 
3区 34,232 18.3 69.5 20,920 16 815 
4区 30,671 12.8 59.9 17,523 13 1,194 
5区 58,841 11. 3 89.7 31,234 ， 2,009 
6区 44,903 12.0 99.6 25,194 10 485 
7区 56,988 13.7 154.7 30,737 4 357 
8区 39,303 16.0 187.5 20,583 5 336 
9区 55,783 12.5 142.2 33,352 16 1,189 
10区 89,685 , ベ 21.t 150.9 49,91 47 84 4,727 
1区 149,166 16.5 235.6 85,046 量.名：心ti;諄忍姿：虞姦； ?6裟 623 8,337 
12区 136,662 9.8 241.4 74,357 33 617 11,643 
13区 171,577 11. 9 284.3 87,750 26 ＜唸 2,338 27,200 . ,'・ ・: . ,_ ., , • .』・'-'','・'.
141~ 132,822 12.5 212.4 72,354 28 638 14,334 
15区 ト 225;46冨 11. 0 妥多翠9 3 6 4 亨忍2 3 , 4 2 9 . 31 796 16,289 
16区 161,817 15.2 翌yt郊:';• 36,7 83,387 10 1,966 
17区 161,138 13.7 256.7 87,052 63 486 8,743 
18区 '184,581三 19.1 
, 
250.1 101,575 磁予森‘翠' .• 126 . 328 18,196 
19区 172,587 17.2 277.5 82,638 45 1,266 ＇炉＇，'支合唸・鼻.-翌,必:;泣災2・ょ8”}郊1も47 
64麟順訂螂20区 183,093 15.2 280.0 94,334 24,640 
計 2,125,851 14.5 3,842.7 1,144,728 648 8,694 171,502 
（住宅数） （施設数） （ベッド数） （住宅数）
データ 1999年 1999年 2006年 1月 2007年 1月 2002年 2006年 1月
※APUR (2005, 2007a, 2007b)及びPrefecturede Paris (2002) より箪者作成。
フォワイ エを含めた社会住宅が集中しているのは、パリにおいて人口が多く、面積も広
い周辺区であるが、その立地は必ずしも人口、面積と正確に対応しているわけではない。
周辺区は全体としては必ずしも外国人率が高 く出ていないが、地区によ っては移民 ・外国
人が集住している。
参考までに、パリ市が指定する都市政策地区との一致状況を見ておきたい。都市政策地
区 (quartierde la politique de la vile) とは、国が失業対策や困窮者支援を集中的に行
う都市問題区域 (Zoneurbaine sensible : ZUS)指定の考え方をパリ市が独自に発展させ
たものである。 zusにつながる政策は1977年にさかのはることができるが、パリ市内が同
種の問題区域指定を最初に受けたのは1989年であり、現在は 9区域がZUSとして指定され
ている。それらは10区、 11区、 17区、 18区、 19区、 20区にあり、北東部の区に集中してい
る。パリ市は、さらに2001年に左岸の13区及び14区、 15区の問題地区を指定した。特に13
区での指定が多く、全体としては市の東側に偏っている。これらの地区の外国人率は全体
で21%である匁
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社会住宅が集中している区は、この都市政策地区の分布と一致している。住宅の立地が
完全に都市政策地区と一致しているかに関してはより詳細な調査を必要とするが、特に移
民労働者を受け入れるために建設されたフォワイエの立地と重なっていることからも関係
の深さは表れているといえる。パリと郊外の関係についてはしばしば建造環境の違い（中
低層の石造りの住宅と高層のコンクリート造りの住宅）が指摘されるが、パリ市内におい
ても、西部の豊かな区と東部の比較的貧しい区の差はある程度建造環境に現れているとい
うことである。実際のところ、本稿で見てきたような住居が多く立地する区としない区に
は、負担意識の差がある。たとえばフォワイエは、現在の過密状態にもかかわらず、すで
に受け入れている区の区政担当者は新しいフォワイエを同じ区に建設することには否定的
である。社会的混合の観点からは、中心区や西部の区に建設すべきだというのである (Pre-
fecture de Paris, 2002 : 22)。
では、これらの住居を全区に均等に設罹することが求められているのだろうか。物理的
な環境を変化させることによって問題を解決しようとすることは、興味深い試みである。
しかし、それはただ問題を分散化することを意味しかねない。課題の鼠が変化しないにも
かかわらず、見えにくくなるのであれば、逆効果である。実際の課題は、さまざまな形態
の住居に住む人間をいかに支援するかであり、そこをもっと強調すべきであろう。
では、どのような支援が求められているのかであるが、それは住居形態ごとの状況から
おのずと見えてきている。家具つきホテルについてはコミュニティとしての定住の時期が
比較的早いはずのアルジェリア出身の単身の男性が多いことから、アルジェリア系住民に
対し、特に社会的・経済的な脆弱さを改善する措固が必要になっているということが考え
うる。また、アルジェリア系の人々が多いことは、彼らに対する支援組織がこの施設を積
極的に利用しているということも考えられるため、この施設の現状を知るためにいくつか
のアソシエーションの協力を得る必要もあるだろう。
フォワイエに関しては、過密居住が施設費の負担軽減策になっていることから、アフリ
カ系住民が特に高失業率や低賃金という問題を抱えている可能性を示す。表3-1で見たよう
に、アフリカ系住民は仮設建造物に居住している人数も多く、特に支援を必要としている
可能性が高い。また相互扶助活動については、確かに安全性の確保は必要であり、またそ
れがフォワイエ内であることは他のコミュニティを排除することにつながりうるが、ほか
の組織や場が提供してこられなかったサービスの存在を理解し、フランス社会のなかで何
らかの形で積極的に場を提供することが必要であろう。
社会住宅全体では、長期間仮住まいを強いられている人々に対して安定した住居を提供
するためにも、とにかく供給数を増やすことが必要である。とはいえ、ここで考えなけれ
ばならないのは、多様なライフスタイルをもつ人々への福祉となる住居を構想することで
あろう。すでに表れている麒輛として、子供の多い家族を受け人れることができる住居の
不足を指摘しうる。
いずれの形態からもいえることは、解決すべき課題はかなりの部分コミュニテイベース
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で検討すべきものであり、一般的な措罹では対処できないということである。フランス式
のアファーマテイヴ・アクションの検討はすでに始まっている（宮島， 2006)が、住居に
関しても二般化した思考法を越えた対策が必要であることが見えてきている。
注
1 パリ地域などいくつかの地域では、 1987年から1995年の間にも不動産価格の上昇があった。
2 Observatoire du BTP -Tableau de bord trimestriel, no.40, novembre 2008. 
3 www.fondation-abbe-pierre.fr 
4 ガルニ、シャンブレと呼ばれていることもある。ホテルには通常家具がついているのに対し、な
ぜこの施設をあえて「家具つきホテル」と呼ぶのかについて、レヴィ＝ブロランは、戦前に観光用
のホテルと無認可のホテルは区別されており、後者が家具つきホテルと呼ばれることになるが、日
常的には制度的にホテルとなっているのか通常の家となっているのかはあまり区別されておらず、
また家具つきホテルと通常の家を比較すると前者のほうが水道設備の普及率が高いなど明瞭な区
別がしがたかったことが背景にあると説明している (APUR,2007a: 8)。
5 この報告書において、アフリカ料理のテイクアウトも行っていると記されている12区のフォワイ
工は、 2009年2月に訪れたところ、全面的な改装工事のため閉鎖されていた。報告書との関係は、
より詳細な調査を必要とする。
6 パリ市はインターネット上にこれらの都市政策地区の指標を公開している。低所得世帯が22%
（市の平均は11%)、ディプロマをもたない層が21%(平均は11.4%)、RMIの受給者が9.9%(平均
は5.4%)、小学校で 1年以上の遅れがある子供の率が20%(平均は12.7%)と、社会統合に関して
人日比で市の乎均の1.5倍から 2倍の課題を抱えている。市は、これら14地区30万人に向けて、失業
対策や各種アソシェーションヘの援助を集中的に行っている。 www.paris.fr
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